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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　サッカーワールドカップ予選での敗退によって、日本のサッカー観戦への熱意も少し覚めてきたようだ。日本サッカーに対する様々視点からの評価も出始めているようだが、ザッケローニ監督の人柄からか、前のフランス人監督だったトリシェ氏よりも日本人には好感をもたれていたのではないだろうか。戦術的なあれこれはあるのかもしれないが、監督だけの責任とは言えないだろう。4年後のモスクワ大会に向けて、新しい監督を選出して再起を期して欲しいものだ。中長期的な希望を持ちつつ、期待していきたい。

　集団的自衛権の結末、やはり公明党頼みでは無理だったのか
　安倍内閣は、集団的自衛権の憲法解釈によって合憲にしていくことを、早ければ7月1日閣議決定する方向で固まろうとしている。公明党も条件を付けてあいまいな表現をクリアーにできたとして、受け入れることを決めたようだ。何日か前のNHKニュース9に生出演した山口代表の口から、そのことが明確に語られた時点で、勝負はあったとみて良いのだろう。公明党だけが頼りになってしまっている政治の現実こそが、国民のこの問題だけでなく、安倍政権が進めているさまざまな政策に対する不安や不信の根源を為しているように思えてならない。民主党内では、依然として集団的自衛権なるものに対する評価を巡って、きちんとした考え方の整理ができないまま今日に至っている。まことに情けない限りである。
　EU議会も右翼が台頭、日本の安倍政権も「富国強兵」へ回帰!
　見方を変えれば、先のＥＵ議会選挙での右翼の台頭という事態と共に、日本の安倍政権もまた右傾化の道をひた走りし始めているし、アメリカと言えば中間選挙に向けて、オバマ大統領の支持率が冴えないまま今日に至っている。何とアメリカでは、先々週号でふれたトマ・ピケティ教授の書かれた『21世紀の資本論』が、引き続きベストセラーになっているわけで、共和党のティーパーティ派とは真っ向から対立する見解が、国民の間に広がりつつあるようだ。それが、かつてのような左翼運動として燎原の火のごとく広がっていくのかどうか、まだよく見えてこない。アメリカでは、国論が大きく二分されているのだろう。それにしても、日本でのピケティ教授の著作の翻訳が急がれるし、待ち遠しい。
集団的自衛権の具体化に直結するか、中東・イラクへISIS攻撃
　先の集団的自衛権の問題について、意外に早く現実問題になりそうな雰囲気が出始めている。この点については、元外務省の情報分析官だった作家の佐藤優氏が指摘し始めている点なのだが、中東・イラク問題がきな臭くなってきた。6月中旬から、アルカイダ系イスラーム原理主義過激派「イラクとシリアのイスラーム国」（ISIS）が、イラクで攻撃を強め、次々と支配地域を拡大し、石油基地確保を進めようと目論んでいるようだ。中東における地政学的な現実やイスラームの宗派間の違いなどもあり、なかなか複雑な様相を呈し始めているのだが、結論から言えば、当初狙っていたシリアについては、アサド政権が簡単には倒せないと見て、今度はイラクのマリキ政権に対してISISが攻撃を激化しはじめてきたのだ。資源の少ないシリアではなく、石油資源の豊富なイラクがアルカイダ系のイスラーム過激派組織の手に陥れば、事態はまことに深刻になることは必至である。
　敵の敵は味方、イランとアメリカの束の間の同盟実現か
ここで、アメリカは直接攻撃できないためにイランと提携するのではないかと見られており、イランのハサン・ロウハニ大統領も国交のない米国との協力についても、「検討することができる」と発言したという。イランはアメリカと敵対してきたわけで、敵の敵は味方という捉え方をするのだろうか。もし、中東におけるISISの動き如何では有事が在り得るとしたら、早速軍事同盟を締結している米国から、憲法上の問題もクリアーできた集団的自衛権の発動を要請され、中東への自衛隊の派遣も在り得ると見た方が良い。案外、集団的自衛権問題に日本自身が直面する最初の機会になり得るのかもしれない。こうした点について、安倍政権はきちんとしたシミュレーションをしているのだろうか。まことに深刻な問題になりつつあることを見失ってはなるまい。

またまた年金問題に、大きな関心が出てきたのだろうか
さて、最近またマスコミで大きく取り上げられ始めているのが、年金問題だろう。公的年金の基金については、GPIF(「年金積立金管理運用独立行政法人」)の130兆円という巨額の基金運用問題をめぐって、株価対策として、あるいは国債の日銀買入れ対策として、すでに動き始めたのではないか、と言われ始めている。株価対策として進められれば、マーケットからの反発は必至なのであり、そのような人為的な株価操作に左右される安倍内閣支持率にも、中長期的には問題として指摘されるに違いない。
5年に1回の年金制度の「身体検査」、アベノミクス次第なの?
今回問題にしたいのは、今月初めに厚生労働省から発表された5年に一度の年金財政の検証結果であり、いわば5年に一回の年金に関する「身体検査」と言われるものである。今の年金制度については、2004年度に大改正が行われ、2017年に18.3%になるまで毎年厚生年金の掛け金を引き上げ、国民年金も毎月一定額を引き上げ16,900円になったところで頭打ちにし、今後の経済成長率や賃金上昇率、物価上昇率、さらには出生率や労働力率等を予測して、これからの年金がどのような水準になるのか計算をし、大きな目標として100年後でも所得代替率(現役世代の可処分所得に対する年金所得額の比率)50%を確保しつつ、積立金は1年分を確保できるようにしていけるかどうかを検証するものである。

高齢者・女性の労働力率向上、10年間で賃金が40%上昇する?
今回はA~Hまで8つの試算を行い、うちA～Eまではアベノミクスがうまくいくケースで、所得代替率は辛うじて50％を維持できているのだが，F～Hまでのアベノミクスが上手くいかないケースは、所得代替率がいずれも50％を割り込んでしまい、制度の見直しが必要になる。アベノミクスが前提としているA～Eでは、高齢者や女性の労働力率が向上し、賃金上昇率も政府が策定した「中長期の経済財政に関する試算」を前提に算出した賃金上昇率を、15年2.5%,17年3.6%,23年4,1%とこの10年間で40%近く上昇する前提を置いて、辛うじて所得代替率を50%確保できているにすぎない。果たして、このような前提が成り立ちうるのかどうか、まことに問題なのだ。
しかしながら、アベノミクスがうまくいかないケースのうち、例えば賃金上昇率が1.3%のHのケースでは、所得代替率は10年先には35~37%と現在の年金水準より約40%も低くなる。このHのケースが前提としている実質賃金上昇率1.3%でさえ、今年の春闘に見られるように中長期的に確保できるかどうか、まことに厳しい目標なのだ。それだけに、A~Hまでのどのモデルを採用するのかによって、今後の年金制度の改革が重要になってくる。そこは、確定していないのだ。
マクロ経済スライドの適用、これからはデフレでも強行へ、
さらに、ここでもうひとつ2004年に改革されたにもかかわらず、これまでデフレであったために適用されていなかったものがある。それは「マクロ経済スライド」と呼ばれるもので、少子高齢化による年金財政への悪影響を健全化させるべく、自動的に年金受給システムにビルトインさせ、毎年物価上昇率に対応して年金水準を引き上げるべきところから、約1%分を差し引いて年金受給額に減額反映させようとするものであった。ところが、名目支給額を引き下げることはしないとされていたため、現実には10年間デフレのために減額できなかったのだ。
漸く、今年になって消費者物価が3%台の上昇となり引き下げが可能となり、さらにこれからは、たとえデフレになって名目年金支給額がマイナスになったとしても約1%を差し引くことにする方向が打ち出されようとしている。それだけ、年金水準の切り下げが急速に進められることは必至となり、年金受給者にとって厳しいものであることは間違いない。とはいえ、現役労働者が少なくなり、現役労働者の掛け金に依存しながら年金を得ている賦課方式が基本となっているだけに、このような改革は、厳しいこととはいえ受け止めざるを得ないものと言えよう。 
マクロ経済スライド適用、一番影響を受けるのが国民(基礎)年金部分

　故山本孝史参議院議員は10年前にこの問題を指摘していた
年金制度については、なかなか複雑で理解しにくいことがたくさんある。それだけに、これからも、できるだけ継続して年金問題について取り上げていきたい。今回は、マクロ経済スライドが基礎年金(国民年金)部分に大きく影響を受けることに成り、果たして基礎年金部分だけしか受給できない国民年金受給者層にとって、生活できないではないか、という批判が出されている。

かつて、民主党内の年金問題の理論的リーダーであった山本孝史参議院議員が、国会での質問の中で「国民(基礎)年金だけでもマクロ経済スライドを止めてはどうか」ということを主張されたことを思い出す。山本さんは、マクロ経済スライドがいかに国民(基礎)年金部分に対して大きな打撃を与えるのかが良くわかっておられたからだと思う。もちろん、国民(基礎)年金からマクロ経済スライドを実施しなければ、必要となる財源が大きく膨れ上がり、保険料を引き上げるのか、それとも国庫負担を2分の1どころか3分の2近くまで引き上げなければならなくなることは必至である。それでも、国民(基礎)年金だけでも、国民が老後の生活を安定化するうえで不可欠ではないか、という強い思いが出ていたのだと思う。
 国民(基礎)年金満額64,000円から45,000円へ、老後生活の危機?
何と、今満額で64,000円の国民(基礎)年金が、マクロ経済スライドで約45,000円へと約30%減額となってしまうのだ。これで、本当に老後生活の基礎を賄えると言えるのだろうか。もちろん、年金だけですべて生活を支えられるのか、と言えば、公的年金額を予定しつつ預貯金の取り崩しなどで老後生活を賄う必要があるわけで、まさに「救貧」ではなく「防貧」機能を持っているわけなのだ。そうは言っても、生活費の半分も賄えなければ、公的年金の存在意義すら失われてしまうのではなかろうか。
しからば、どうすべきなのか、その点は次回に譲りたい。
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